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（別紙） 

 

社会資本の老朽化対策の推進を求める意見書 

 

 

 高度成長期以降に急速に整備を進めた道路、河川、港湾、下水道等の社会資本の老

朽化が近年、進行している。 

 これらの状況を踏まえ、国においては各施設について、数年ごとの定期的な施設の

点検を法定化するなど、対応を地方自治体に求めてきており、地方自治体ではそれに

応じ、定期的な点検の実施と対策を進めているところである。 

 本県では、職員による直営点検をいち早く導入し費用の軽減に努めているところで

あるが、点検や修繕には多大な費用を要すること、また高い技術的知見が必要である

ことから、その対応に地方自治体は多くの困難に直面している。 

 よって、下記事項を実現されるよう強く要望する。 

 

 

記 

 

 

１ 施設の老朽化に関わる点検や点検結果に基づく修繕の実施など老朽化対策の推進

に必要な予算を従来の予算とは別に確保すること。また、補助対象を拡大し、確実

に所要の予算を配分するとともに、地方負担分についての地方財政措置を拡充する

こと。 

 

２ 地方自治体が老朽化対策を進めるにあたり課題としている技術職員の不足など技

術力に関し、国や地方整備局の体制を強化し、支援を図ること。 

 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 
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総務大臣 
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国土交通大臣 

 

 

【令和元年１２月６日原案可決】 


